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令和４年度施政方針 

令和 4 年３月定例会におきまして、令和４年度予算案並びに関係議案をご審議いただ

くにあたり、市政運営に関する基本的な考え方と主要施策の概要を申し述べます。 

 この令和４年度の施政方針が、任期の最終年度の施政方針となりますが、これまで

の３年間の内、新型コロナウイルスというパンデミックにより、ここ２年間で社会経

済環境が大きく様変わりしました。市民の皆様方同様、行政にとりましても極めて動

きづらい厳しい時代でありました。この停滞がもたらす影響は今後、市民にとりまし

ても、直方市にとりましても大きなものがあると考えています。これからも、この新

型コロナウイルスが私たちの日常から消えることはなく、ある意味 with コロナの時

代を生き抜いていかなければなりません。また、近年の異常気象は、確実に私たちの

将来を脅かすことを示しております。温暖化対策は、世界的課題として市民はもちろ

ん、産業界を上げて確実に対応していかなければなりません。さらには、第 4 次産業

革命が進展していることを踏まえた対応もしなければなりません。 

そうした中、私たち地方自治体も、少子高齢化や人口減少に歯止めをかけることが

難しい現状を踏まえ、持続可能な発展を目指し、将来のために夢をもって投資をして

いかなければなりません。 

 

さて、現下の状況認識ですが、新型コロナウイルスの新たな変異株の感染拡大によ
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り、本市でもかつてない勢いで感染者が急増しています。感染された皆様にお見舞い

申し上げますとともに一日も早い回復をお祈りいたします。この感染拡大を受けて、

福岡県もまん延防止等重点措置適用になり、福岡コロナ特別警報も出され、外出の自

粛や飲食業界への休業要請などがなされ、関連業界には大きな影響が出ています。併

せて、極めて感染力が強い今回のオミクロン株の感染拡大は、エッセンシャルワーカ

ーと言われる職場など様々な現場に事業継続が困難な状況が出現するなど、医療現場

や保育所、幼稚園、学校現場など市民の生命や生活に欠かせない現場に大きな影響を

与えています。さらには、このパンデミックは、サプライチェーンを痛めつけ様々な

ところに大きな影響をもたらしています。加えて、原油をはじめとする原材料の高騰

により、日本の消費者物価の上昇も、賃金が上がらない中で進行しようとしており、

益々格差が拡大するのではないかと危惧しているところでもあります。こうした市民

生活を直撃する変化に真摯に向き合い、対応して参りたいと考えています。 

まずは、地方創生臨時交付金を活用し、市民生活を守るという観点から、新型コロ

ナウイルス感染対策としてワクチン接種を着実に進めると同時に、地域経済を守りな

がら回復に向けた取り組みを強化して参ります。 

具体的には、１点目は感染力の強さがもたらす影響を早期に抑え込むためにも、福

岡県と協力しながら PCR 検査や抗原検査など必要な検査が出来るよう体制整備を進

めて、感染状況を把握していくよう努めていきます。併せて、医師会等と連携し、ブ
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ースター接種や５歳から１１歳までの子どもたちのワクチン接種を進めて参ります。 

２点目が、経済対策です。傷んだところへの対応をしっかりと行った上で、感染拡

大の状況を見計らい、いち早く地域経済が回復に向かうよう必要な対応を図って参り

ます。 

３点目が、感染防止にもつながる、デジタル技術の活用です。本市で遅れていたデ

ジタル技術の活用により、産業や社会の変革に積極的に取り組む必要があります。 

 とりわけこのデジタル社会への対応が本市にとっても極めて重要であるとの認識

の下、令和３年度にデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進部署を設置し、

既に住民票等のコンビニ交付や各種申請のオンライン手続きを始めました。令和４年

度は、公共施設のオンライン予約を開始いたします。引き続き、デジタル技術の活用

により、市民の皆さんが時間や場所に制約されない生活や働き方が実現できるよう、

また、デジタル技術を活用できない方々にも配慮しながら、さらなるデジタルトラン

スフォーメーションの推進に取り組んで参ります。この先、こうした市民サービスの

みならず、行政事務の生産性向上や、データに基づく政策立案等にもつなげていきた

いと考えています。 

 以上のように令和４年度の予算編成も、新型コロナウイルス対策と、それに対応し

たデジタル化の推進並びにコロナ禍後を見据えた取り組みが中心となります。依然と

して厳しい財政状況ではありますが、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
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付金等様々な財源を活用し、市民生活や地域経済に配慮しつつ、新型コロナを機とし

たニューノーマルの時代に対応した施策を展開して参ります。 

 

 それでは、私の３つの政策の柱に沿って、主要施策の概要を申し上げます。 

はじめに、「まちを豊かに」の取り組みです。 

中心市街地活性化につきましては、これまでの３年間で、商業にこだわらず、社会

課題の解決や産業界の DX 推進を図ることはもちろん、新たな雇用機会の創出につな

げることを視野に IT 事業者の誘致等を進めて参りました。この間、７社に開業して

いただきましたが、今後は直方市への定着を図り、地元企業との共同事業などを積極

的に推進し、地域の課題解決や産業の活性化に取り組んでいただけるよう対応して参

ります。また、街の中の人の流れを増大させるために、リノベーションによる地域子

育て支援センターの中心市街地への移転について検討を進めてまいりましたが、令和

5 年 4 月のオープンを目指して取り組みを進めます。併せて、保健福祉センターにつ

きましては、令和３年度末に基本設計が完成することから、令和 4 年度中に実施設計

に着手し、着実に進捗を図って参ります。 

 また、公共交通につきましては、まちづくり全体の中で検討する必要があることか

ら、担当部署を商工観光課から都市計画課に所管替えをいたします。課題である筑豊

電気鉄道の延伸と併せ、これからの公共交通の在り方についてまちづくりと一体化し、
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検討を進めて参ります。 

さらには、中心市街地の賑わいづくりを推進するために、直方市立地適正化計画の

見直しとともに、JR 直方駅周辺の都市機能誘導区域に人が集まる仕掛けを施しなが

ら、課題であるスーパー誘致にもつなげたいと考えています。 

住宅施策につきましては、令和２年度に策定しました空家等対策計画に基づき、危

険家屋の除却を進めて参ります。こうした老朽危険家屋対策と同時に、リフォームや

建て替えなど家屋が流通する仕組みづくりを検討して参ります。 

また、市営住宅につきましては、劣化している住宅の防水工事や老朽住宅の解体も

進めるとともに、中泉中央市営住宅の 3 棟目の建設に速やかに着手するなど、安全な

市営住宅への住み替えを推進して参ります。 

次に、都市機能の整備です。福岡県事業の下老良植木線の天神橋架け替えにつきま

しては、早期事業化に向け、都市計画の変更等の手続きを進めて参ります。また、勘

六橋の第２期工事につきましても、引き続き事業の進捗が図れるよう県と協力して進

めて参ります。 

市民生活の安全安心のための取り組みといたしましては、危険ため池の改修はもち

ろん、川端川をはじめとする市管理河川などインフラ整備による防災・減災に向けた

取り組みを進めると同時に、新たに始まった流域治水の考え方に基づく取り組みを進

めて参ります。また、消防・防災力の強化を目的として、消防の広域化を模索すると
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ともに、国が示した基準に基づき消防団員の出動報酬を創設し、処遇の改善を図りま

す。併せて、消防団施設強化による消防力の維持及び消防団活動の円滑な遂行を図る

ため、上頓野地区の第５分団第１部の消防団格納庫の建て替えを行います。 

環境面では、気候変動対策が喫緊の課題となっていることから、全世界が２０５０

年のカーボンニュートラルを目指して動き始めました。こうした動きを踏まえ本市は、

今月、「ゼロ・カーボンシティ宣言」を行う予定であります。再生可能エネルギーの積

極的導入に向け始動いたします。本市の将来を担う子どもたちのため、そしてこれか

ら生まれてくる子どもたちのために、市民の皆さんや企業、学校と手を取り合いなが

ら、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを進めて参ります。 

またプラスチックごみの削減やリサイクルが大きな課題となってきていることか

ら、自治区公民館と連携し、常設の資源回収場所を設置し、リサイクルの推進につい

て取り組む活動を進めて参ります。さらには、これらの取り組みを計画に反映するた

め、令和 4 年度から令和５年度にかけて、第３次環境基本計画を策定いたします。 

  

 次に「人に夢を」の取り組みです。 

 本年９月から、いよいよ中学校における全員給食を開始します。これまでの選択制

給食における子どもたちの栄養バランスや食育という課題の解消を図ります。全校生

徒が同じメニューを食べることとなるため、統一的な食育指導が可能となるとともに、
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食缶で届けることから温かいおかずが食べられるようになります。 

ICT 教育につきましては、令和２年度からタブレットの児童生徒への全員配布や学

校の各教室における Wi-Fi 環境整備等、ハード面や通信面での整備を行って参りまし

た。オンライン学習等の環境も整ってきましたので、新型コロナの感染拡大状況下で

も継続的な教育を行って参ります。また、令和３年度に取り組みました陰山メソッド

の導入により、授業中の集中力や学習意欲の向上という効果が見られました。習熟度

別少人数指導や補充学習と併せ引き続き実施することで、確かな学力の向上に結び付

けていきます。 

また、本市の小中学校の現状としましては、少子高齢化の流れを受け、児童・生徒

数の減少は校区ごとに跛行的に進む見込みです。特に小学校におきましては、子ども

の数の減少により教育への影響が懸念される学校も出てくることから、子どもたちの

教育に適した学校規模となるよう、通学区域の見直しや小中学校の再編の検討を進め

て参ります。 

こうした取り組みと併せ、学校教育以外では、令和３年度に始めた中高生を対象と

したプログラミング教室を引き続き実施することにより、時代が必要としている IT

技術者を目指す人材育成の環境を整えます。 

文化面では、平成３０年１０月に筑豊炭田遺跡群が国指定史跡となりましたが、そ

の中の直方市石炭記念館にある救護訓練所模擬坑道につきまして、その歴史的意義な
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どを後世に伝え、適切に保存活用するための整備基本設計を実施します。 

さらに、子どもたちが本市にない文化に触れられるよう文化施設等を無料又は割引

価格で利用できる、北九州都市圏域連携中枢都市圏で実施する「こども文化パスポー

ト事業」に参加し、子どもたちの可能性を広げていきます。 

また、幼児教育におきましては、親と子が地域で共に育つという観点から、親子参

加型の事業や子育てに係る相談など乳幼児のいる家庭に対する支援を地域のボラン

ティア団体、高等学校と連携して推進して参ります。 

保育所、幼稚園、認定こども園につきましては、気になる子どもに関する対応能力

や保護者対応能力の向上など保育士や幼稚園教員のスキルの向上のための巡回相談

を実施し、さらに保育士の負担軽減のために、ICT の活用を支援して参ります。 

ハード面では、乳幼児期の子どもが長時間生活する保育所や認定こども園の施設改

修の支援を行い、乳幼児期の子どもの成長にふさわしい保育環境整備を行い、保健的

環境や安全を確保し、保育の質の向上を推進して参ります。さらに保育士の確保に努

め、待機児童の解消を図って参ります。 

市民生活におきましては、これまでご不便をおかけしてきましたが、火葬炉の改修

を完了させて参ります。 

また、長引くコロナ禍で、高齢者のフレイル予防が新たな課題となっています。高

齢者の健康寿命の延伸に向けた取り組みを強化するとともに、働く世代の運動習慣づ
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くりや、先に連携協定を結びました企業の健康経営への取り組みを市内企業にも広げ、

働いている時代からの健康づくりの支援をして参ります。 

 

 次に「産業に活力を」の取り組みです。 

 これまで懸案事項となっていました植木メカトロビジネスタウンにつきましては、

福岡県が考えている、国が進めるデータセンターの候補地として、当該用地から鞍手

町にかけての一帯を県に産業団地として整備していただく運びとなりました。遅滞な

く造成事業を実施していくため、直方市土地開発公社が先行取得した植木メカトロビ

ジネスタウン用地を本市が買い戻すとともに、用地測量業務や不動産鑑定評価業務な

どを実施し、県に売却する予定です。鞍手町と連携し、県と一体となって事業を推進

して参ります。 

さて、今産業界は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響だけでなく、様々な社会

環境の急激な変化への対応が求められています。特にデータやデジタル技術の活用と

いった第４次産業革命と呼ばれる技術革新への対応と同時に、気候変動対策としての

二酸化炭素削減への取り組み、いわゆるカーボンニュートラルへの対応が求められて

います。  

世界は今、かつて本市にも大きな影響があった石炭から石油への第２次エネルギー

革命のように、石炭や石油といった化石燃料に頼らない「脱炭素化」、再生可能エネル
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ギーや自然エネルギーを活用した新しいエネルギー社会の実現へと動き出していま

す。本市としては、このような大きな事業環境の変化をチャンスと捉えるべく、製品

やサービス、ビジネスモデル、また企業の業務そのものや組織、企業文化などを変革

し、「ものづくりのまち」として、競争上の優位性を確立するための企業の取り組みを

支援して参ります。また、市内企業を取り巻く社会環境の変化を踏まえ、実態を把握

し、これからの時代の産業界の展望を示すために産業振興アクションプランの改定を

行います。 

また、少子高齢化が進み労働力人口の減少が続く日本社会の課題でもありますが、

事業所において人材不足を補うために外国人の技能実習生等に頼らざるを得ない状

況にあります。そうした外国人の労働者が地域社会の一員としても融和できるよう、

技能実習生等の外国人を支援する協議会を設置するとともに日本語教室を開設し、外

国人との共生社会の実現を目指して参ります。 

 観光面では、令和３年度末に完成する観光基本計画に基づき事業を進めて参ります。

そのために先ずは、一般社団法人直方市観光物産振興協会の事務局体制などの整備や、

計画した事業のスムーズな実施をしっかりと支援し、本市のプレゼンスを高めるため

の情報発信等シティプロモーションに力を入れて参ります。 

 農業分野におきましては、農業所得の向上、農産物の高付加価値化に向けて、市内

で生産される農産物の特徴を活かした加工品等の開発や、女性農業者の起業支援等、
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意欲ある農業者の取り組みに対し支援策を展開して参ります。 

また、スマート農業の導入につきましては、令和３年度から先進的 IT 技術実証事

業として、市内の産業用端末製造会社と園芸農家とが共同で、イチゴ栽培温室内の環

境制御の自動化など生産性と付加価値の向上を目指す取り組みが進められており、今

後も各関係機関と連携を取りつつ、継続して支援を行って参ります。 

 

 以上、３つの柱に沿って主要施策を申し上げましたが、新型コロナウイルスの感

染状況によっては、事業実施に足踏み状況が続くかもしれません。どうすればコロナ

禍でも目指す目的が達成出来るのか知恵を絞りながら、積極果敢にチャレンジして参

ります。 

とりわけ、こうした施策を具現化するのは職員です。一般職のトップである部長が

組織目標を明確化し、職員とその目標を共有しながら日々の仕事の中で目標を見失う

ことのないよう事業を振り返ることが重要です。また、前提条件も急速に変化する時

代の中では、状況変化に応じた柔軟な対応を求められます。その起点は現場にありま

す。小さな変化に、あるいは声に対し、自分の目で見、耳で聞き、自分の頭で、職員

一人一人が考えて行動しなければなりません。更なる職員の資質の向上に向け取り組

んで参ります。 

人材育成は一朝一夕にできるものではありませんが、格差の拡大が指摘される中、
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痛みがわかる職員、そして一歩行動する職員となり、市民の信頼を得るような市役所

とすべく努力して参ります。 

 

以上、令和４年度の市政運営の基本的考え方と主要施策について述べさせていただ

きましたが、市政全般にわたり、優先順位を付しながら可能な限り予算措置をいたし

ました。 

予算の詳細につきましては、担当部長よりご説明いたします。 

令和４年度におきましても、引き続き議員各位のご指導、また、市民の皆様のご支

援とご協力をお願い申し上げます。 


